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厚生労働省労働基準局監督課長 

大型の企業倒産事案に 係る賃金の支払等の 確保について 

近年、 企業の倒産事案が 多くみられるところであ るが、 労働基準監督機関としてほ 、 

このような事案が 発生した場合には、 従来から、 迅速な情報の 把握を行 う とともに、 賃 

金の支払等法定労働条件の 確保のための 指導を実施しているところであ る。 

特に、 大型の企業倒産事案についてば、 支店等や関連企業が 複数の都道府県労働局 ( 以 

下「 局 」という。 ) 管内に所在し、 かつ、 法定労働条件の 履行確保上の 間 題 が大きいこと 

などから、 関係居間で連携を 図りつつ、 迅速かつ適切な 対応が求められるところであ る。 

このため、 大型の企業倒産事案への 対応に当たっては、 下記の事項に 留意の上、 法定 

労働条件の履行確保等 ヰこ 万全を期されたい。 

- 己 

ェ 情報の収集等 
(1)  大型の企業倒産事案を 把握した場合には、 当該企業の本社の 所在地を管轄する 労 
働 基準監督署 ( 以下「本社管轄 署 」 という。 ) においては、 当該企業又は 関連企業 

における賃金、 退職金、 休業手当若しくは 解雇予告手当の 支払又は社内預金の 返還 

等の状況を把握し、 法違反の未然の 防止あ るいは賃金不払等の 早期解決を図るため、 

速やかに臨検監督等を 実施し、 別添 1 の「調査項目」を 参考として、 情報の収集を 

行 う とともに、 必要な措置を 講ずること。 

なお、 当該情報収集等に 当たっては、 局及び関係公共職業安定所との 連携に留意 

すること。 

また、 必要に応じ、 別添 2 を参考として、 関係者に対し、 時機をとらえて 協力 要 

請を行 う など適切な措置を 講ずること。 

さらに、 収集した情報等についてば、 局を通じて、 本省に対して 報告を行 う とと 

もに、 当該企業の支店等又は 関連企業の所在地を 管轄する 局 ( 以下「支店等管轄 局 」 

という。 ) に対しても管轄する 支店等又は関連企業に 係る賃金の支払状況等の 情報 

を 提供すること。 

(2)  支店等管轄 局は 、 支店等又 は 関連企業から、 賃金の支払状況等の 情報の収集を 行 

うこと。 



2  関係者に対する 具体的な対応等 

(1) 会社更生法の 場合 

更生手続の申 立 がなされると、 裁判所において 保全管理人を 選任し、 経営陣の 権 

限は失われ、 その後、 会社財産の管理及び 処分は保全管理人が 行 う こととなること 

から、 時機をとらえて 保全管理人に 接触し、 賃金の支払等について 要請等を行 う こ 

と。 

また、 保全管理人の 調査等を基に 裁判所が再建の 見込みがあ ると判断した 場合に 

は、 会社更生手続開始の 決定が行われ、 更生管財人が 選任されることとなる。 それ 

以後、 更生管財人は 会社財産の管理及び 処分を行い、 また、 更生計画案を 策定する 

こととなることから、 更生管財人に 対し、 必要に応じ、 上記と同様の 対応を行 う こ 

と。 

(2) 破産法の場合 
破産の申 立 がなされると、 裁判所から会社財産に 対し保全命令が 出され、 その後、 

破産宣告が行われて 破産管財人が 選任される。 この場合、 会社財産の管理及び 処分 

は 破産管財人の 権 限となることから、 破産管財人に 対し、 上記 (1) と同様の対応を 

行 う こと。 

(3)  民事再生法の 場合 
民事再生法の 場合は、 経営陣がそのまま 事業経営を行 う ことができるが、 場合もこ 

よっては、 保全管理人又は 管財人等が選任されることもあ るので、 その場合には、 
保全管理人又は 管財人等に対し、 上記 (1) と同様の対応を 行 う こと。 

3  その他 

本社管轄 著 において、 当該企業の全国の 支店等に係る 賃金の支払等に 関する指導を 

一括して行 う ことが適当であ ると判断される 場合には、 局を通じて、 本省と協議する 

- 」 と 。 



別 ; 恭 ] 

本社掌業場 名 連絡先 

所在地 

代表者 職 氏名 労務担当者 滝 氏名 

事業概要 

設立年月日 年 月 日 資本金 億円 

労働者数 人 @ 正社員 人 、 その他 人 ) 

労働組合の有無及び 名称 有 ～組合員数 名、 上部団体 無 ・有づ団体名   無 

本社以外の事業場の 名称 
所在地 

及び労働者数 

負債総額並びに 主たる 
債権 者の名称及びその 額 

億円 ( 概要   

資産総額及びその 内訳 億円 ( 概要   

法律上の倒産手続 会社更生法・ 破産法，民事再生法 平成 年 月 日 申請・決定 

有づ職 氏名   無 

管財人等の選任 
所在地 

債権 者集会等 平成 年 月 日開催予定 

①締切日毎月 日 ②支払日毎月 日 ③ 1 月間の支払総額 円 

定期賃金 ④ 朱払 ( 見込み ) 労働者数 人 ⑤末社期間 月 

⑥末弘 ( 見込み m 額の給 計 円 

の 制度の有・ 無 ②退職金規程の 有・ 無 ③労働協約の 有・ 無 ④支払期日 日後 

退職金 ⑤対象 ( 見込み ) 労働者数 人 ⑥末弘 ( 見込み ) 労働者数 人 

⑦末社 ( 見込み ) 額の総計 円 

①該当者の有・ 無 ②支払 ( 見込み ) 対象期間 日   
休業手当 

③ 未払 ( 見込み ) 労働者数 人 ④末弘 ( 見込み ) 額の総計 円 

①解雇 ( 予告 ) 日 平成 年 月 日 ②対象 ( 見込み ) 労働者数 人 

解雇 ③解雇予告手当の 不 払 の 有 ・ 無 ④ 不払 ( 見込み ) 労働者数 人 

⑤下拙 ( 見込み ) 額の総計 円 

①制度の有・ 無 ②協定届出の 有・ 無 ③預金労働者数 人 

社内預金 ④預金残高 円 ⑤保全方法 

⑥返還請求の 有・ 無 の 返還の可能性 

末社賃金 立替払 制度の請求の 予定 石、 無 

採用内定考 有 ( 人数、 採用内定 取消 予定と手続の 概要         任 一 一 

人員整 逗 ・労働条件の 引下げ等の予定 

その他参考事項 
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00 労働局長 (00 労働基準監督署長 ) 

労働者の賃金、 退職金等の支払確保等について 

貴殿が会社更生法に 基づき 000 株式会社の保全管理人として、 御 尽力されているこ 

とに敬意を表する 次第であ ります。 

さて、 労働者にとっては、 賃金、 退職金ば本人とその 家族の生活の 糧を得る唯一の 手 

段 であ り、 また、 社内預金についても、 賃金を原資とするもので、 賃金と同様に 貴重な 

債権 であ ることから、 これら債権 の保全を確実に 行い、 労働者の生活上の 不安を解消す 

ることが、 社会的にも強く 要請されるところであ ります。 

つ きましては、 特に下記事項について 貴殿の格別の 御配慮を得たく 要請いたします。 

記 

1  労働者の賃金、 退職金、 社内預金その 他の債権 について 遅払 、 不払 等 が生じないよ 

う にすること。 

2  関連企業についても、 労働者の賃金、 退職金の支払、 社内預金の返還等に 支障のな 

レト よ う に 酉 三度すること。 


